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決算取締役会開催日 ： 平成１２年５月１２日

１．１２年３月期の連結業績（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

(1)連結経営成績

　売　　上　　高 　営　業　利　益 　経　常　利　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１２ 年 ３ 月 期 ９９０，４８７ (△ 1.1) ３２，３２０ (△32.0) ２４，９２７ (△39.9)

１１ 年 ３ 月 期 １，００１，１１７ (△ 8.0) ４７，５６４ (△33.9) ４１，４６０ (△31.0)

　当　期　純　利　益 １株当たり 潜在株式調整後 株主資本 総資本 売上高

当期純利益 １株当たり当期純利益当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円   銭 円　    銭 ％ ％ ％

１２ 年 ３ 月 期 △６５，６６７ (   －  )△４６ ８６ △１４．５ １．７ ２．５

１１ 年 ３ 月 期 ８，１１７ (△ 67.2)  ５ ７９ １．６ ２．９ ４．１

(注)①持分法投資損益　１２年３月期　６，０５０百万円　　　１１年３月期　６，２４３百万円

　　②有価証券の評価損益　　　　１３２，１７３百万円　　　デリバティブ取引の評価損益　１，３０１百万円

　　③会計処理の方法の変更　　　有

　　④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　    銭

１２ 年 ３ 月 期 １，４７０，８５０ ４１５，８７８ ２８．３ ２９６　　７４　

１１ 年 ３ 月 期 １，４３７，３６０ ４９１，４９７ ３４．２ ３５０　  ７０　

(3)連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

１２ 年 ３ 月 期 ５７，２９８ △１０２，０７４ ３３，１７７ ７３，０２３

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　連結子会社数　１１４社　　持分法適用非連結子会社数　　５７社　　持分法適用関連会社数　　２８社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　連結　（新規）　３社　（除外）　３社　　　持分法　（新規）　－社　（除外）　７社

２．１３年３月期の連結業績予想（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）

売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

　 百万円 百万円 百万円

中　間　期 ５１０，０００ １３，０００ ６，０００

通　　　期 １，０８０，０００ ４０，０００ ２０，０００

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）１４円２７銭

- 連１ -
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企業集団の状況

　当グループが営んでいる主な事業内容と、関係会社204社（子会社171社･関連会社33社）の当該事業に
係る位置づけは、次のとおりであります。なお、本事業内容の区分は、事業の種類別セグメント情報に
おける事業区分と同一であります。

繊 維 ：当社は、合成繊維製品（糸・綿・織編物・人工皮革等）の製造・販売を行っており
ます。大垣紡績㈱（連結子会社）、東和織物㈱（連結子会社）、一村産業㈱（連結
子会社）、丸佐㈱（連結子会社）、東レ・デュポン㈱（関連会社）等の国内関係会
社39社は、合成繊維の製造・加工および同製品の販売、アパレル製品の流通に携わ
っております。海外では、P.T.Indonesia Toray Synthetics（連結子会社）、
Penfibre Sdn. Berhad（連結子会社）、Penfabric Sdn. Berhad（連結子会社）、
Alcantara S.p.A.（連結子会社）等40社が合成繊維の製造・加工および同製品の
販売を行っております。

化 成 品 ：当社は、エンジニアリング樹脂、高性能フィルムおよびケミカル製品の製造・販売
を行っております。東洋メタライジング㈱（連結子会社）、東レ・ファインケミ
カル㈱（連結子会社）、Toray Plastics(Malaysia) Sdn. Berhad（連結子会社）、
Toray Plastics(America), Inc.（連結子会社）、Toray Plastics Europe S.A.
（連結子会社）、東レ・ダウコーニング・シリコーン㈱（関連会社）等32社は、各
種化成品の製造・加工・販売を行っているほか、東レ㈱製品の受託生産・加工も行っ
ております。

住宅･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ： 当社は、機能膜および同機器、住宅・建築・土木材料等の製造・販売を行って
おります。東レ建設㈱（連結子会社）、東レエンジニアリング㈱（連結子会社）
等21社は、住宅、建設、エンジニアリング、建材・精密機器製作等に携わっている
ほか、東レ㈱の工場設備建設・設備保全なども受託しております。

医 薬 ・医 療：当社は、医薬・医療関連製品の製造・販売を行っております。東レ・メディカ
ル㈱（連結子会社）等６社は同製品の販売に携わっております。

新事業その他：当社は、新事業として、電子回路・印写材料、液晶用カラーフィルター、炭素繊維・
同複合材料等の製造・販売を行っております。Societe des Fibres de Carbone
S.A.（連結子会社）等７社は炭素繊維・同複合材料等新事業製品の製造・販売を行
っております。
また、㈱東レリサーチセンター（連結子会社、調査・研究）、㈱東レシステムセン
ター（連結子会社、情報処理）、東レエンタープライズ㈱（連結子会社、ホテル・
貸ビル経営）等44社は情報・サービス産業の種々の分野で活動しております。

　上記のほか、商事会社として東レインターナショナル㈱（連結子会社）、Toray Marketing & Sales
(America), Inc.（連結子会社）等15社が各種当グループ製品等の貿易、販売促進を行っており、事業の
種類別セグメント情報においては取扱製品に応じて各事業区分に含めております。

　以上で述べた事項について事業系統図を示すと、次のとおりであります。

- 連２ -
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経営方針及び経営成績

１．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

　当社は企業理念として「新しい価値の創造を通じて社会に貢献する」と掲げており、

　これを受けて定めた、当社の経営の基本方針は、以下のとおりであります。

　顧客のために－新しい価値と高い品質の製品とサービスを提供する。

　社員のために－働きがいと公正な機会をつくる。

　株主のために－誠実な業務の遂行に努め株主の皆様の期待と信頼に応えられるよう　

　　　　　　　　努力する。

　地域社会のために－社会の一員としての責任をもち相互に良好な関係を築く。

　即ち、当社は顧客、社員、株主、地域社会など数多くの人々によって支えられており、そ

れぞれに対して責任を負うことを自覚し、それぞれに貢献することを基本方針としています。

（２）利益配分に関する基本方針

　利益配分は、企業にとって最重要事項と認識し、業績の動向、財務体質、配当性向等を勘

案しつつ、株主の皆様のご期待に添うべく出来る限り安定的な配当を行うことを基本方針と

しております。

　また当社は、企業体質の一層の充実強化と事業拡大に積極的に取り組んでおり、設備の新

増設、研究開発投資を活発に進めているため、この観点から、内部留保も長期的な株主の皆

様の利益確保のために必要不可欠と考えております。

（３）対処すべき課題と中長期の経営戦略

　今後の当社の経営環境は、経済のグローバル化と情報化が進む中で、競争が更に激しくな

り、厳しい状況が続くものと思われます。

　こうした状況下で、当社の中期経営課題として最も重要な課題のひとつは、コア事業の収

益性の改善であり、このためポリエステル長繊維事業、ポリエステルフィルム事業などにお

けるグローバル・リエンジニアリングを実施し、国内外での生産・販売体制の組み直しを行

い、東レグループトータルとして高収益体制への転換を行います。

　次の課題は、戦略的拡大事業と位置付けている複合材料事業、医薬・医療事業、電子情報

機材事業、水処理などの環境関連事業の一層の事業拡大と収益力の強化です。このため、こ

れらの成長が期待される分野へ経営資源の重点的投入を行い、事業拡大と収益性の向上を推

進し、当社の事業の柱として育ててまいります。

　さらに、２１世紀の長期的な飛躍と発展に向けて、情報通信、ライフサイエンス、環境な
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どの成長分野において、当社の強みを効果的に発揮して事業拡大を図ってまいります。

　これらによる成果を着実に積み重ねることによってＲＯＥを高め、時代とともに成長し収

益を追求する経営を実践いたします。

２．経営成績

（１）当期の概況

　当期のわが国経済は、政府による経済対策の効果により明るさが出てまいりましたが、個

人消費は低迷し、景気は自律回復に至らず、当社グループにとって国内の事業環境は厳しい

状況が続きました。一方、海外においては、欧州やアジアの経済が回復基調となり、米国経

済は堅調に推移しました。

　このような経済環境の中で、当社グループは全事業分野において拡販に努めると共に、生

産工程の近代化・効率化によるコスト競争力強化と諸経費の圧縮を行いましたが、ホームビ

デオ用ポリエステルフィルムの市況悪化、炭素繊維の市況軟化、繊維の価格回復の遅れなど

により、当期の連結売上高は前期比△1.1％減の9,905億円、営業利益は同△32.0％減の323億

円、経常利益は同△39.9％減の249億円となりました。

また、平成１２年度からの退職給付会計、時価会計の導入に備えて、財政状態の健全化を

図り、ディスクロージャーの透明性を一層高めるため、退職給付債務の一括計上と子会社の

保有する販売用不動産等の評価下げを行うなど、特別損失として1,373億円を計上したため、

当期純損益は△657億円の損失となりました。

　事業別の概況は次のとおりです。

（繊維事業）

　国内では、衣料用でナイロン糸、“テトロン”糸が販売量の増加と販売価格の上昇で増収

となりましたが、日本からの輸出は減少しました。産業用ではナイロン糸と“テトロン”糸

の日本からの輸出は海外日系ユーザー向けの拡大もあり、販売量を増やしましたが、国内は

販売が伸び悩みました。“テトロン”ステープルは前期比で販売量を伸ばしましたが、販売

価格の低下によって減収となり、アクリル繊維“トレロン”の販売は低調に推移しました。

　海外では、中国などでの新設設備の本格稼動による増収がありました。東南アジアでは、

ポリエステル長繊維やポリエステル綿混織物などが販売量を拡大しましたが、販売価格は上

昇に転じたものの前期比では低下し、また、円換算に伴う売上高の減少もあり、減収となり

ました。

　以上の結果、繊維事業全体での売上高は前期比微減の4,050億円、営業利益は前期比微減の

 149億円となりました。

　生産面では国内でスエード調人工皮革“エクセーヌ”製造設備の増強並びに産業用“テト

ロン”糸の近代化・省人化投資などを行い、品質・コスト競争力の向上を図りました。海外

では中国およびタイでのポリエステル糸製造設備が本格稼動し、チェコではポリエステル織

物の生産を開始しました。
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　　　（化成品事業）

　樹脂事業では、ＡＢＳ樹脂が国内でゲーム機を中心とする雑貨用途などでの拡販により増

収となり、また海外では回復基調の東南アジア市場を中心に電機電子用途、雑貨用途などで

販売量を伸ばしました。ナイロン樹脂とＰＢＴ樹脂は国内において自動車用途、電機電子用

途で　売上げを伸ばしました。ポリエステルフィルム“ルミラー”は、国内を中心にデジタ

ル記録用磁気テープ、電子部品、ラベル、包装の各用途で売上げを伸ばしましたが、ホーム

ビデオ用途では国内外の市況の悪化によって減収となりました。ポリプロピレンフィルム“ト

レファン”は国内外で販売量を伸ばしましたが、販売価格の低下によって、減収となりまし

た。

　ケミカル事業は前年並みの売上げとなりました。

　以上の結果、化成品事業全体では前期比減収減益の売上高2,937億円、営業利益88億円とな

りました。

　生産面では国内で高密度記録用“ルミラー”の生産設備の増強などを実施しました。また

海外では、ポリエステルフイルム事業のフランスでの新設設備とマレーシアでの新工場が本

格稼働に入りました。

　　

（住宅・エンジニアリング事業）

　売上高は建設・建材の増収により、前期比増収の1,387億円となりましたが、営業利益は前

期比で減少し△12億円の赤字となりました。

（医薬・医療事業）

　透析効率の優れたポリスルホン膜人工腎臓“トレスルホン”及び敗血症治療用吸着式血液

浄化器“トレミキシン”等医療材の販売量を伸ばしましたが、環境が厳しくなる中で医薬は

若干の減収となりました。生産面では、人工腎臓生産設備の増強を実施しました。

　以上の結果、医薬・医療事業全体では、売上高はほぼ前期並の474億円となりましたが、

営業利益は前期比減益の36億円となりました。

（新事業その他）

　電子情報機材事業がＴＦＴ方式液晶ディスプレー用カラーフィルター“トプティカル”、

回路材料、印刷材料の拡販により増収となりましたが、複合材料事業が世界的な炭素繊維市

況の軟化により、日本から欧米向けの輸出減少や販売価格低下のため減収となったことなど

から、全体では、売上高は前期比横ばいの1,057億円、営業利益は前期比減益の56億円となり

ました。

（新規投資など）

　韓国においては、ポリエステルフィルム事業、ポリエステル長繊維事業、不織布事業のた

めの合弁会社東レセハン社を設立し、営業を開始しました。また、国内の東レリビング（株）

およびイギリスのトーレ・コマツ・プリンティング社の収束を進め、体質強化を進めました。
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（２）当期の配当について

　退職給与引当金繰入額などの特別損失の計上により、当期純損益は連結で△657億円、単独

で△445億円の損失を計上することになりましたが、当期の配当については、従来から安定的

な配当を継続することを経営の基本としてきた趣旨に則り、前期に引き続いて、１株当たり

年間７円（中間3円50銭、期末3円50銭）とさせていただきます。

（３）当期のキャッシュ・フローの状況

　当期のキャッシュフローの状況並びに現金及び現金同等物の増減と残高は以下のとおりで

あります。

                                                              （単位：億円）

      　　営業活動によるキャッシュ・フロー　　　　　　　５７３

      　　投資活動によるキャッシュ・フロー　　　　△１，０２１

　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー　　　　　　　３３２

　　　　　換算差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△１３

　　　　　現金及び現金同等物の期中の増減  　 　　 　　△１２９

　　　　　現金及び現金同等物の期首残高　      　　　　　８５８

　　　　　連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の影響額　　　１

      　　現金及び現金同等物の期末残高　      　　　　　７３０

３．次期の見通し

　国内の景気は回復に向かっておりますが、平成１２年度も個人消費の低迷により、繊維事

業などでは厳しい事業環境が続くものと考えられます。海外の経済は、欧州やアジアは回復

基調をさらに強め、また米国は堅調の見込みであります。

　このような事業環境の中で、コア事業では、ポリエステルフィルム事業、ポリエステル長

繊維事業などでグローバル・リエンジニアリングによる収益の改善、中国や東南アジアの海

外繊維事業の収益改善など当期比増益を実現する計画です。また、韓国での東レセハン社の

ポリエステルフィルム事業、ポリエステル長繊維事業などが本格的に収益に寄与する計画で

す。さらに電子情報機材事業と住宅・エンジニアリング事業の黒字化を図り、これらによっ

て次期の売上高は当期比895億円増の1兆800億円、経常利益は、当期比151億円増の400億円の

計画といたします。



東レ株式会社

　繊　　　　　　維 79社 　化　　成　　品 32社
国内 海外 ◎東洋プラスチック精工㈱
◎東レ・モノフィラメント㈱ ◎P.T. Indonesia Toray ◎東洋メタライジング㈱
◎東洋タイヤコード㈱   Synthetics ◎東レ合成フィルム㈱
◎東レフィッシング㈱ ◎Luckytex(Thailand)Public ◎東レチオコール㈱
◎大垣紡績㈱   Company Limited ◎東レ・ファインケミカル㈱
◎東洋整染㈱ ◎Penfibre Sdn. Berhad ◎曽田香料㈱
◎東和織物㈱   （マレーシア） ◎Toray Plastics(Malaysia)
◎東レ・テキスタイル㈱ ◎Penfabric Sdn. Berhad   Sdn. Berhad
◎一村産業㈱   （マレーシア） ◎Toray Saehan Inc.（韓国）
◎丸佐㈱ ◎東麗合成繊維（南通）有限公司 ◎Toray Plastics(America), Inc.
◎㈱ロンゼ 　（中国） ◎Toray Plastics Europe S.A.
◎東レきもの販売㈱ ◎Toray Textiles Europe Ltd.   （フランス）
◎東レ・ディプロモード㈱   （イギリス） △東レ・ダウコーニング・
△東レ・デュポン㈱ ◎Alcantara S.p.A.（イタリア） 　シリコーン㈱

他26社 他33社 他21社

化成品の加工
 繊維製品の加工 繊維製品 化成品

化成品 
      繊維製品

　商　　　　事 15社
各種製品 ◎東レインターナショナル㈱

東　　レ　　㈱ ◎Toray Marketing & Sales(America), Inc.
◎Toray Industries(Singapore) Pte. Ltd.
◎Toray Europe Ltd.（イギリス）

他11社

 医薬・医療製品 　 工場設備建設
　 ・設備保全 　 機器 新事業製品

　医　薬・医　療 ６社 　住宅･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 21社 　新事業その他 51社
◎東レ・メディカル㈱ ◎東レ建設㈱ ◎㈱東レリサーチセンター
○S&J Dialysis Pte. Ltd. ◎東レエンジニアリング㈱ ◎㈱東レシステムセンター
　（シンガポール） ◎東レ・プレシジョン㈱ ◎東レエンタープライズ㈱

他４社 ◎東レグラサル㈱ ◎東レ・エージェンシー㈱
○中濃セテック㈱ ◎東洋実業㈱
○東レ機器㈱ ◎Societe des Fibres de

他15社   Carbone S.A.（フランス）
◎Toray Composites(America),

新事業製品   Inc.
○㈱東レ経営研究所

情報・サービスの提供
他43社

(注)上記会社名の◎は連結子会社（計114社）、○は非連結子会社（計57社）、△は関連会社（計33社）を示し
　　ております。

- 連３ -



東レ株式会社

連結損益及び剰余金結合計算書

（百万円未満四捨五入）
当　　期 前  　期

科　　　　　目 （11.4.1～ （10.4.1～ 増減金額
　 12.3.31） 　 11.3.31）
百万円 百万円 百万円

　売   　　上   　　高 990,487 1,001,117 △ 10,630 
　売  　上  　原  　価 763,011 755,900 7,111 
 　　 (売  上  総  利  益) (227,476) (245,217) (△ 17,741)
　販売費及び一般管理費 195,156 197,653 △ 2,497 

 　　　営　　業　　利　　益 32,320 47,564 △ 15,244 

　営  業  外  収  益 17,600 19,603 △ 2,003 
受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,405 4,961 △ 1,556 
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 6,050 6,243 △ 193 
雑 収 益 8,145 8,399 △ 254 

　営  業  外  費  用 24,993 25,707 △ 714 
支 払 利 息 16,532 17,909 △ 1,377 
雑 損 失 8,461 7,798 663 

　 　　経　　常　　利　　益 24,927 41,460 △ 16,533 

　特 　別 　利 　益 4,247 788 3,459 
有 形 固 定 資 産 売 却 益 465 378 87 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,782 410 3,372 

　特 　別 　損 　失 137,267 18,519 118,748 
有形固定資産売却廃棄損 2,415 2,909 △ 494 
販 売 用 不 動 産 等 評 価 損 12,050 － 12,050 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 64 3,176 △ 3,112 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,996 2,084 3,912 
関 係 会 社 整 理 ・ 評 価 損 788 － 788 
構 造 改 善 費 用 6,282 4,809 1,473 
退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額 106,155 － 106,155 
退 職 年 金 特 別 拠 出 額 509 665 △ 156 
為 替 差 損 2,460 4,328 △ 1,868 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 548 548 － 

　　　 税金等調整前当期純利益(△は損失) △ 108,093 23,729 △ 131,822 

　法 　人 　税 　等 △ 43,562 13,286 △ 56,848 
法人税、住民税及び事業税 12,754 12,929 △ 175 
法 人 税 等 調 整 額 △ 56,316 357 △ 56,673 

　少 数 株 主 損 益（△は減算） △ 1,136 △ 2,326 1,190 

 　　　当  期  純  利  益(△は損失) △ 65,667 8,117 △ 73,784 

　連 結 剰 余 金 期 首 残 高 308,770 310,638 △ 1,868 

　連 結 剰 余 金 減 少 高 9,951 9,985 △ 34 
配 当 金 9,810 9,810 0 
役 員 賞 与 141 175 △ 34 

　連 結 剰 余 金 期 末 残 高 233,152 308,770 △ 75,618 

- 連８ -
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連　結　貸　借　対　照　表

（百万円未満四捨五入）

資　　産　　の　　部

科　　　　　目 当　期　末 前  期　末 増減金額
（12.3.31現在） （11.3.31現在）

百万円 百万円 百万円

　資　　　　産

　　流　動　資　産 571,621 575,753 △ 4,132 
現 金 及 び 預 金 41,036 61,171 △ 20,135 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 239,692 226,509 13,183 
有 価 証 券 36,819 32,427 4,392 
棚 卸 資 産 217,350 219,071 △ 1,721 
繰 延 税 金 資 産 15,070 8,011 7,059 
そ の 他 25,288 31,461 △ 6,173 
貸 倒 引 当 金 △ 3,634 △ 2,897 △ 737 

　　固　定　資　産 836,506 812,483 24,023 
　　　有 形 固 定 資 産 636,491 643,914 △ 7,423 

建 物 及 び 構 築 物 188,349 182,855 5,494 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 328,552 302,327 26,225 
土 地 86,302 81,315 4,987 
建 設 仮 勘 定 18,877 61,894 △ 43,017 
そ の 他 14,411 15,523 △ 1,112 

　　　無 形 固 定 資 産 7,942 6,999 943 
連 結 調 整 勘 定 1,515 2,781 △ 1,266 
そ の 他 6,427 4,218 2,209 

　　　投 資 そ の 他 の 資 産 192,073 161,570 30,503 
投 資 有 価 証 券 107,770 118,595 △ 10,825 
長 期 貸 付 金 2,879 3,229 △ 350 
繰 延 税 金 資 産 49,009 － 49,009 
そ の 他 33,721 41,546 △ 7,825 
貸 倒 引 当 金 △ 1,306 △ 1,800 494 

　　為 替 換 算 調 整 勘 定 62,723 49,124 13,599 

資　　産　　合　　計 1,470,850 1,437,360 33,490 

- 連９ -
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（百万円未満四捨五入）

負 債 の 部 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部

科　　　　　目 当　期　末 前  期　末 増減金額
（12.3.31現在） （11.3.31現在）

百万円 百万円 百万円

　負　　　　債

　　流　動　負　債 515,649 485,491 30,158 
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 145,405 150,624 △ 5,219 
１ 年 内 償 還 社 債 26,000 30,100 △ 4,100 
短 期 借 入 金 173,073 166,098 6,975 
１年内返済長期借入金 73,253 35,725 37,528 
未 払 法 人 税 等 5,397 6,567 △ 1,170 
そ の 他 92,521 96,377 △ 3,856 

　　固　定　負　債 496,391 426,899 69,492 
社 債 188,993 184,993 4,000 
長 期 借 入 金 153,472 188,122 △ 34,650 
繰 延 税 金 負 債 1,980 1,183 797 
退 職 給 与 引 当 金 147,619 46,936 100,683 
そ の 他 4,327 5,665 △ 1,338 

　　　負　　債　　計 1,012,040 912,390 99,650 

　少 数 株 主 持 分 42,932 33,473 9,459 

　資　　　　本

資 本 金 96,937 96,937 － 
資 本 準 備 金 85,792 85,792 － 
連 結 剰 余 金 233,152 308,770 △ 75,618 

415,881 491,499 △ 75,618 

自 己 株 式 △ 3 △ 2 △ 1 

　　　資　　本　　計 415,878 491,497 △ 75,619 

負債、少数株主持分及び資本合計 1,470,850 1,437,360 33,490 

- 連10 -
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連結キャッシュ・フロー計算書

（百万円未満四捨五入）
当　　期
（11.4.1～
　 12.3.31）

　営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円
　税金等調整前当期純損失 △ 108,093 
　減価償却費 79,432 
　退職給与引当金の増加額 101,225 
　販売用不動産等評価損 12,050 
　有形固定資産売却・廃棄損益 1,950 
　投資有価証券売却・評価損益 2,278 
　連結調整勘定償却額 1,266 
　持分法による投資利益（受取配当金相殺後） 1,938 
　受取利息及び受取配当金 △ 3,405 
　支払利息 16,532 
　売上債権の増加額 △ 20,253 
　棚卸資産の増加額 △ 18,002 
　仕入債務の増加額 5,998 
　その他 11,941 
　　　小　計 84,857 
　利息及び配当金の受取額 3,459 
　利息の支払額 △ 17,222 
　法人税等の支払額 △ 13,796 
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 57,298 

　投資活動によるキャッシュ・フロー
　有価証券の売却による収入 3,298 
　有形固定資産の取得による支出 △ 111,961 
　有形固定資産の売却による収入 2,625 
　無形固定資産の取得による支出 △ 2,332 
　投資有価証券の取得による支出 △ 4,934 
　投資有価証券の売却による収入 10,082 
　その他 1,148 
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 102,074 

　財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増加額 14,232 
　コマーシャルペーパーの純減少額 △ 500 
　長期借入れによる収入 78,859 
　長期借入金の返済による支出 △ 57,777 
　社債の発行による収入 30,000 
　社債の償還による支出 △ 30,100 
　配当金の支払額 △ 9,810 
　少数株主に対する配当金支払額 △ 2,287 
　少数株主からの増資払込額 10,560 
　　財務活動によるキャッシュ・フロー 33,177 

　現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 1,296 
　現金及び現金同等物の減少額 △ 12,895 
　現金及び現金同等物の期首残高 85,819 
　連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の影響額 99 
　現金及び現金同等物の期末残高 73,023 

- 連11 -
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
 　　(1)連結子会社数　114社
　　　　主要な連結子会社名：「企業集団の状況」に記載しているため省略
　　　　（新規）
 　 　　　Toray Saehan Inc. ････････････････････設立
 　 　　　P.T. Century Textile Industry ････････株式買い増し 他１社
　　　　（除外）
 　 　　　東レリビング㈱ ･･･････････････････････清算
 　 　　　Toray Komatsu Printing(EU) Ltd. ･･････清算 他１社

２．持分法の適用に関する事項
 　　(1)持分法適用の非連結子会社数　57社
　　　　主要な非連結子会社名：㈱東レ経営研究所、中濃セテック㈱、東麗商事（上海）有限公司
　　　　（新規）
 　 　　　STEMCO, Ltd. ･････････････････････････株式買い増し
　　　　（除外）
　　　　　東洋コミュニティサービス㈱（東京）････合併
　　　　　㈱ドルカス････････････････････････････清算 他２社
 　　(2)持分法適用の関連会社数　28社
　　　　主要な関連会社名：東レ・ダウコーニング・シリコーン㈱、東レ・デュポン㈱、Thai Toray
　　　　Textile Mills Public Company Limited
　　　　（除外）
　　　　  P.T. Century Textile Industry･････････連結子会社に移行
 　 　　　STEMCO, Ltd. ･････････････････････････持分法適用の非連結子会社に移行
　　　　　MonTor Performance Plastics Co.･･･････清算 他１社
 　　(3)持分法非適用の関連会社数　5社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日は、連結決算日と実質３ヶ月を超える差異はありません。

４．会計処理基準に関する事項
　　 (1)重要な資産の評価基準および評価方法
　　　　　有価証券：上場有価証券････････移動平均法による低価法（洗替え方式）
　　　　　　　　　　その他の有価証券････移動平均法による原価法
　　　　　棚卸資産：製品・仕掛品････････主として移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　原材料・貯蔵品･･････主として移動平均法による低価法
 　　(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　　有形固定資産　：主として国内会社は定率法、在外会社は定額法
　　　　　　　　　　　　　　ただし、国内会社が平成10年４月１日以降に取得した建物については
　　　　　　　　　　　　　　定額法。
 　　(3)重要な引当金の計上基準
　　　　　貸倒引当金　　：法定繰入率に基づく引当額を計上し、このほか、貸倒のおそれの多い特
　　　　　　　　　　　　　定の債権について別途計上しております。
　　　　　退職給与引当金：従業員の退職以後の支出に備えるため、主として、退職一時金及び企業
　　　　　　　　　　　　　年金の支給見込額（将来支給予測額）に基づく現価方式による額から企
　　　　　　　　　　　　　業年金制度に係る年金資産の額を控除した額に相当する額を計上してお
　　　　　　　　　　　　　ります。
　　　　　（会計方針の変更）
　　　　　　　従来、退職一時金については、主として、期末自己都合要支給額の50％相当額を退職
　　　　　　　給与引当金に計上し、企業年金については、掛金の拠出時に費用処理しておりました
　　　　　　　が、当期から主として、退職一時金および企業年金の支給見込額(将来支給予測額)に
　　　　　　　基づく現価方式による額から企業年金制度に係る年金資産の額を控除した額に相当す
　　　　　　　る額を退職給与引当金として計上する方法に変更いたしました。この変更に伴い、当
　　　　　　　期末時点における影響額106,155百万円を特別損失に計上しております。従って、前
　　　　      期と同一の基準によった場合に比べ、税金等調整前当期純損失は同額増加しておりま
　　　　　　　す。

- 連12 -
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 　　(4)重要なリース取引の処理方法
　　　　　リース物件の所有者が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
　　　　　ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
 　　(5)消費税等の会計処理
　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結調整勘定の償却に関する事項
　　　連結調整勘定の償却については、原則として５年間の均等償却を行っております。

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項
　　　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作
　　　成しております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し
　　　可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得
　　　日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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注　記　事　項

当　　期 前　　期

１.有形固定資産減価償却累計額 １,０７１,００８ 百万円 １,０３６,１２４ 百万円

２.受　取　手　形　割　引　高 ４,９１６ 　〃 ６,１５５ 　〃

３.保　　　証　　　債　　　務 １７,１５８ 　〃 ２０,６８６ 　〃

４.リ　ー　ス　取　引　関　係

　（１）借主としてのリース取引
　　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

（百万円）
当　　期（11.4.1～12.3.31） 前　　期（10.4.1～11.3.31）

（１）リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額 （１）リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額
　　　相当額及び期末残高相当額 　　　相当額及び期末残高相当額

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

相当額 累計額 相当額 相当額 累計額 相当額

相当額 相当額

機械装置及び運搬具 998 801 197 機械装置及び運搬具 2,457 1,450 1,007
(有形固定資産) (有形固定資産)

そ　の　他 5,744 3,949 1,795 そ　の　他 5,509 2,902 2,607
合計 6,742 4,750 1,992 合計 7,966 4,352 3,614

（２）未経過リ－ス料期末残高相当額 （２）未経過リ－ス料期末残高相当額
　　　　　　　　　　　　　１年内 1,157 　　　　　　　　　　　　　１年内 1,424
　　　　　　　　　　　　　１年超 835 　　　　　　　　　　　　　１年超 2,190
　　　　　　　　　　　　　合　計 1,992 　　　　　　　　　　　　　合　計 3,614

（３）支 払 リ － ス 料 1,670 （３）支 払 リ － ス 料 1,735
　　　減価償却費相当額 1,670 　　　減価償却費相当額 1,735

（４）減価償却費相当額の算出は、リ－ス期間を耐用 （４）減価償却費相当額の算出は、リ－ス期間を耐用
　　　年数とし、残存価額を零とする定額法によって 　　　年数とし、残存価額を零とする定額法によって
　　　おります。 　　　おります。

（注）取得価額相当額及び未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固定資産の期末
　　残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

　（２）貸主としてのリース取引
　　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

（百万円）
当　　期（11.4.1～12.3.31） 前　　期（10.4.1～11.3.31）

（１）リ－ス物件の取得価額、減価償却累計額及び （１）リ－ス物件の取得価額、減価償却累計額及び
　　　期末残高 　　　期末残高

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

累計額 累計額

機械装置及び運搬具 1,030 631 399 機械装置及び運搬具 1,164 648 516
(有形固定資産) (有形固定資産)

そ　の　他 1,710 1,098 612 そ　の　他 1,603 896 707
合計 2,740 1,729 1,011 合計 2,767 1,544 1,223

（２）未経過リ－ス料期末残高相当額 （２）未経過リ－ス料期末残高相当額
　　　　　　　　　　　　　１年内 401 　　　　　　　　　　　　　１年内 526
　　　　　　　　　　　　　１年超 740 　　　　　　　　　　　　　１年超 884
　　　　　　　　　　　　　合　計 1,141 　　　　　　　　　　　　　合　計 1,410

（３）受取リース料及び減価償却費 （３）受取リース料及び減価償却費
      受 取 リ － ス 料 517       受 取 リ － ス 料 571
　　　減 価 償 却 費 415 　　　減 価 償 却 費 389

（注）未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が、営業
　　債権の期末残高等に占める割合が低いため、「受取利子込み法」により算定しております。
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東レ株式会社

セ　グ　メ　ン　ト　情　報

１．事業の種類別セグメント情報

(1)当　期（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）
（単位：百万円）

繊 維化 成 品
住宅・ｴﾝ
ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

医 薬 ・
医 療

新 事 業
そ の 他

計
消 去 又 は
全 社

連 結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　　　外部顧客に対する売上高 404,966 293,736 138,692 47,439 105,654 990,487 -  990,487

　　　セ グ メ ン ト 間 の

　　　内部売上高又は振替高 581 22,339 42,239 51 20,934 86,144 (  86,144) -  

計 405,547 316,075 180,931 47,490 126,588 1,076,631 (  86,144) 990,487

　　営　業　利　益 14,869 8,763 △1,224 3,580 5,607 31,595 725 32,320

Ⅱ．資 産、減 価 償 却 費

　　及 び 資 本 的 支 出

　　資　　　　　産 462,525 513,638 199,091 71,415 215,657 1,462,326 8,524 1,470,850

　　減 価 償 却 費 27,163 31,404 2,517 2,558 16,822 80,464 (   1,032) 79,432

　　資 本 的 支 出 39,143 53,318 1,995 2,845 12,482 109,783 (     269) 109,514

(注)資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 62,723百万円であり、すべて為替換算調整勘定であり
　　ます。

(2)前　期（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）
（単位：百万円）

繊 維化 成 品
住宅・ｴﾝ
ｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

医 薬 ・
医 療

新 事 業
そ の 他

計
消 去 又 は
全 社

連 結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　　　外部顧客に対する売上高 420,040 295,537 132,343 47,796 105,401 1,001,117 -  1,001,117

　　　セ グ メ ン ト 間 の

　　　内部売上高又は振替高 1,144 25,578 61,192 25 21,066 109,005 ( 109,005) -  

計 421,184 321,115 193,535 47,821 126,467 1,110,122 ( 109,005) 1,001,117

　　営　業　利　益 15,690 17,156 1,041 4,237 8,976 47,100 464 47,564

Ⅱ．資 産、減 価 償 却 費

　　及 び 資 本 的 支 出

　　資　　　　　産 466,269 478,255 204,021 66,497 249,596 1,464,638 (  27,278) 1,437,360

　　減 価 償 却 費 26,763 30,756 2,957 2,887 15,626 78,989 (   1,373) 77,616

　　資 本 的 支 出 37,203 51,086 3,666 2,661 27,579 122,195 (   1,227) 120,968

(注)資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 49,124百万円であり、すべて為替換算調整勘定であり
　　ます。
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東レ株式会社

２．所在地別セグメント情報

(1)当　期（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

（単位：百万円）

日 本ア ジ ア欧 米 計
消去又は
全 社

連 結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　　　外部顧客に対する売上高 770,548 115,915 104,024 990,487 -  990,487

　　　セグメント間の内部売上高 55,259 14,317 6,561 76,137 ( 76,137) -  

計 825,807 130,232 110,585 1,066,624 ( 76,137) 990,487

　　営　業　利　益 21,317 5,474 4,559 31,350 970 32,320

Ⅱ．資 　　　　 産 1,064,618 215,084 153,052 1,432,754 38,096 1,470,850

(注)資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 62,723百万円であり、すべて為替

　　換算調整勘定であります。

(2)前　期（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

（単位：百万円）

日 本ア ジ ア欧 米 計
消去又は
全 社

連 結

Ⅰ．売上高及び営業損益

　　売　　上　　高

　　　外部顧客に対する売上高 759,745 110,455 130,917 1,001,117 -  1,001,117

　　　セグメント間の内部売上高 70,490 11,510 8,249 90,249 ( 90,249) -  

計 830,235 121,965 139,166 1,091,366 ( 90,249) 1,001,117

　　営　業　利　益 26,239 8,530 12,817 47,586 (     22) 47,564

Ⅱ．資  　　　　産 1,051,585 176,754 180,647 1,408,986 28,374 1,437,360

(注)資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は 49,124百万円であり、すべて為替

　　換算調整勘定であります。

３．海外売上高

(1)当　期（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

（単位：百万円）

ア ジ ア欧 米 他 計

Ⅰ．海　外　売　上　高 182,333 181,107 363,440

Ⅱ．連　結　売　上　高 990,487

Ⅲ．連 結 売 上 高 に 占 め る

　　海 外 売 上 高 の 割 合 18.4% 18.3% 36.7%

(2)前　期（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

（単位：百万円）

ア ジ ア欧 米 他 計

Ⅰ．海　外　売　上　高 165,577 204,560 370,137

Ⅱ．連　結　売　上　高 1,001,117

Ⅲ．連 結 売 上 高 に 占 め る

　　海 外 売 上 高 の 割 合 16.5% 20.5% 37.0%
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有　価　証　券　の　時　価　等

（単位：百万円未満四捨五入） ＜参考＞ （単位：百万円未満切り捨て）

当　　期（連結） 前　　期（単独）

（平成１２年３月３１日現在） （平成１１年３月３１日現在）

種　　　　類
貸借対照表
計上額

時　価 評価損益
貸借対照表
計上額

時　価 評価損益

(1)流動資産に属するもの

    株    式 4,757 9,643 4,886 2,848 10,785 7,937 

    債    券 － － － － － － 

    そ の 他 5,057 5,055 △ 2 2,591 2,576 △ 14 

    小    計 9,814 14,698 4,884 5,439 13,362 7,922 

(2)固定資産に属するもの

    株    式 58,501 185,790 127,289 59,576 186,514 126,937 

    債    券 － － － － － － 

    そ の 他 － － － － － － 

　　小　　計 58,501 185,790 127,289 59,576 186,514 126,937 

　　合　　計 68,315 200,488 132,173 65,016 199,876 134,860 

 (注) １．有価証券の時価の算定方法は下記によっております。

　　　　　　上  場  有  価  証  券    ・・・・主として東京証券取引所の最終価格

　　　　　　店 頭 売 買 有 価 証 券   ・・・・主として日本証券業協会が公表する最終売買価格

　　　　　  非上場の投資信託の受益証券・・・・投資信託の基準価格

　　　２．開示の対象から除いた主な有価証券の連結貸借対照表計上額

当期末（連結） ＜参考＞ 前期末（単独）

　　　　　流動資産に属するもの

　　　　　　公社債投資信託の受益証券 26,505百万円 18,541百万円 

　　　　　　コマーシャルペーパー 500百万円 - 百万円 

　　　　　　残存償還期間１年以内の利付金融債 - 百万円 1,056百万円 

　　　　　固定資産に属するもの

　　　　　　店頭売買株式を除く非上場有価証券 48,944百万円 194,765百万円 
　　　　　　　（うち関係会社株式） (179,679百万円)
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デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

１．通貨関連
（単位：百万円未満四捨五入） ＜参考＞ （単位：百万円未満切り捨て）

当　期（連　結） 前　期（単　独）

（平成１２年３月３１日現在） （平成１１年３月３１日現在）

　　　種　　　　類 契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

うち1年超 うち1年超

市 為替予約取引

場 　売    　建

取 　　　米ドル 2,742 － 2,604 138 296 － 298 △ 1 

引 　　　香港ドル 9,493 － 8,362 1,131 10,775 － 10,684 91 

以 　　　ユーロ 2,054 － 1,982 72 － － － － 

外 　　　その他 915 － 908 7 508 － 497 11 

の 　買　    建

取 　　　米ドル 16,750 － 15,455 △ 1,295 10,897 － 10,751 △ 146 

引 　　　その他 578 － 596 18 3 － 3 △ 0 

合　　　計 － － － 71 － － － △ 45 

(注)１．時価の算定方法

        為替予約取引については、当決算日における先物為替相場によっております。

　　２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約等が付されていることにより、決済額が確定している外貨建金銭

　　　　債権債務等で、連結貸借対照表において当該金額で表示されているものについては、開示の対象から除

　　　　いております。

２．金利関連
（単位：百万円未満四捨五入） ＜参考＞ （単位：百万円未満切り捨て）

当　期（連　結） 前　期（単　独）

（平成１２年３月３１日現在） （平成１１年３月３１日現在）

　　　種　　　　類 契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

うち1年超 うち1年超

市 金利スワップ取引

場

取 受取固定・支払変動 51,549 40,549 1,418 1,418 26,000 26,000 1,650 1,650 

引

以 受取変動・支払固定 26,378 25,838 △ 188 △ 188 21,056 20,000 △ 328 △ 328 

外

の

取

引

合　　　計 77,927 66,387 1,230 1,230 47,056 46,000 1,322 1,322 

(注)時価の算定方法

　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

関連当事者との取引

該当ありません。
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平成１２年３月期　決算短信補足資料（連単比較）

１．当期の業績（１２年３月期） （金額単位:百万円）
　　連　　　　結  　(対前期増減率) 　　単　　　　独  　(対前期増減率) 連単倍率

売 上 高 ９９０，４８７　 (△  1.1%) ５１３，２９１　 (△  3.8%) １．９３
売 上 総 利 益 ２２７，４７６　 (△  7.2%) １１５，５０１　 (△  4.5%) １．９７
営 業 利 益 ３２，３２０　 (△ 32.0%) １０，６９１　 (△ 31.0%) ３．０２
経 常 利 益 ２４，９２７　 (△ 39.9%) ２５，０３５　 (△ 10.8%) １．００
当 期 純 損 失 △６５，６６７　 (    －  ) △４４，５４８　 (    －  ) －　
1株当たり損失 △４６円８６銭　 △３１円７９銭　 －　
Ｒ Ｏ Ｅ △１４．５％　 △１０．５％　 －　
総 資 産 １，４７０，８５０　 ９２３，０８１　 １．５９
株 主 資 本 ４１５，８７８　 ３９８，４１２　 １．０４
株主資本比率 ２８．３％　 ４３．２％　 －　

１２ 年 ３ 月 期 １１ 年 ３ 月 期
　　平均為替レート（円／＄） １１１．６　 １２８．０　
　　期末為替レート（円／＄） １０６．２　 １２０．６　

２．設備投資額・減価償却費 （金額単位:億円）
設　備　投　資　額 減　価　償　却　費
連　　結 単　　独 連　　結 単　　独

１０年３月期 １，４４７　　 ５４３　　 ７３２　　 ４１０　　
１１年３月期 １，２１７　　 ４５０　　 ７８１　　 ４３１　　
１２年３月期 １，０８７　　 ２８４　　 ７９１　　 ４１７　　

３．金融負債残高・金融収支 （金額単位:億円）
金　融　負　債 金　融　収　支

連　　結 単　　独 連　　結 単　　独
１０年３月期 ５，６９３　　 ２，９３５　　 △１３５．４　　 ９３．２　　
１１年３月期 ６，１１７　　 ２，９７１　　 △１２９．５　　 １２２．３　　
１２年３月期 ６，１９７　　 ２，９６１　　 △１３１．３　　 １２０．９　　

(注) 金融負債は期末残高。金融収支の△は費用。

４．研究開発費総額（金額単位:億円） ５．従業員数 （人）
連 結 単 独 連　　結 単　　独

１０年３月期 ３９８ ３５３ １０年３月期 ３２，８５２　　 ９，６５０　　
１１年３月期 ４１４ ３５５ １１年３月期 ３４，２６３　　 ９，５１０　　
１２年３月期 ４１５ ３５３ １２年３月期 ３５，５１６　　 ９，１１８　　

(参考)12年3月末  東レグループ合計  ４７，３４５人

６．次期の業績予想（１３年３月期） （金額単位:億円）
連　　結 単　　独 連 単 倍 率

売 上 高 １０，８００　 ５，３５０　 ２．０２　
営 業 利 益 ５００　 １９０　 ２．６３　
経 常 利 益 ４００　 ２５０　 １．６０　
当 期 純 利 益 ２００　 １５０　 １．３３　

以　上
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